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研究要旨 

 全国の自治体の保健事業の実施状況を把握できる指標として、保険者努力支援制度の評価点を用

い、糖尿病分野に関係のある項目の点数と健診データ（HbA1c）、医療費（地域差指数）の関連につ

いて検討した。 

 重症化予防事業については平成 30 年度と比較して令和３年度には取り組み自治体数が増加。比

較的早期の段階（平成 30 年度）では重症化予防点数とデータヘルス計画の策定との関連がみられ

た。HbA1c 高値者の割合やその増加、医療費の状況が重症化予防事業を推進する要因となる可能性

が示唆された。重症化予防事業実施と地域差指数低下の関連が示唆されたが、因果については今後

更なる検討が必要である。 

 保険者努力支援制度は国保事業を対象としていることから、健康増進事業が含まれていないこと、

自治体による自己申告項目が多く客観的な指標が少ないこと、インセンティブとリンクしているた

め回答への影響が否定できないなどの課題はあるが、自治体の保健事業実施状況の全国的な指標と

して参考にしていくことが有用であると考えられた。 

 

Ａ．研究目的 

 健康日本２１（第二次）の生活習慣病分野の

指標改善に向けて、自治体は種々の保健事業を

実施している。 

 糖尿病分野においては、特定健診・特定保健

指導、重症化予防等の保健事業の実施が求めら

れているが、保健事業の実施状況は自治体間の

格差があることが知られている。保健事業実施

につながる要因の分析や、保健事業実施の効果

を検証していくことが求められる。 

 保健事業の実施状況を把握する方法として、

これまで本研究において、自治体に対するアン

ケート調査、健康増進事業やスマート・ライフ・

プロジェクトのアワード申請・受賞の状況、健

康日本２１（第二次）地方計画の策定状況や対

策の記述を確認するなどの方法で実施してき

た。しかしこれらの方法は労力がかかる割には、

全国の自治体を 100％把握することは困難であ

り、アンケートの回収率、アワードへの申請率

の低さの問題、健康日本２１市町村計画の策定

をしていない自治体も存在するなど、結果とし

て「意欲のある自治体の状況」を把握するにと

どまっているという課題があった。 

 今年度は、保健事業の指標として保険者努力

支援制度点数の公表値を活用することとした。

平成（Ｈ）30 年度から毎年度実施され、個別の

保健事業別に各自治体の集計値が公表されて

いる。今回は糖尿病分野に関係のある重症化予

防や健診・保健指導の点数などを保健事業の指

標として用いた。これと健診データ（NDB オー

プンデータ）ならびに医療費データ（地域差指

数）により、保健事業等の実施状況と健康指標・

医療費等との関連に関して検討した。また指標

活用状の留意点をまとめることとした。 

 

Ｂ．研究方法 

 生活習慣病対策として、とくに糖尿病分野に

おける自治体の保健事業実施状況と健康指標・
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医療費等との関連をみるため、厚生労働省が公

表している各指標間の関連について検討した。 

自治体（保険者別）の保健事業等の実施状況と

しては、Ｈ30 年度、令和（Ｒ）３年度の保険者

努力支援制度の集計結果１）の中から、市町村

（1,741市町村）別の ①特定健診・特定保健指

導実施状況・メタボリックシンドロームの状況、

②重症化予防の取組、③個人インセンティブ・

情報提供、④データヘルス計画のデータの活用、

を採用した。総合得点として、①～④の合計点

を用いた。 

 都道府県単位医療費との関連を見る分析で

は、都道府県別市町村獲得点数（平均値）の重

症化予防に関するデータを用いた。 

 健康指標としては、NDB オープンデータ２）の

特定健診項目を用い、Ｈ29年度のコントロール

不良者割合（HbA1c 8.0％以上の割合）とＨ30 年

度の重症化予防の点数の関連、ならびに、Ｈ25

からＨ29 のコントロール不良者割合の変化と

Ｈ30 重症化予防点数の関連を調べた。 

 医療費の指標としては、１人当たり年齢調整

後医療費を全国平均の１人当たり医療費で指

数化した地域差指数３）を用いて、保健事業点数

との関連を調べた。Ｈ26年度国保医療費（地域

差指数・年齢調整済み）、26 年度から 30 年度

の間の地域差指数の変化と重症化予防点数と

の関連を調べた。 

 

Ｃ．研究結果 

１） Ｈ30 年度、Ｒ３年度における保険者努力支

援制度の指標間の相関（図１） 

 Ｈ30 年度の重症化予防の点数は、データヘル

ス計画の策定（r=0.526）、次いでインセンティ

ブ（r=0.280）、健診・保健指導（r=0.114）と

有意な関連を認めた。Ｒ３年にはデータヘルス

計画策定との相関係数は r=0.234と低下、健診・

保健指導との関連は r=0.191とやや高くなって

いた。 

２） Ｈ30 年度からＲ３年度への各指標点数の

変化と相関（図２） 

 Ｈ30 年度とＲ３年度の、各指標の点数変化を

比較するため、両年度の点数間での相関係数を

調べた。総合得点（r=0.506）、健診・保健指導

（r=0.475）は比較的高い相関がみられたが、重

症化予防点数は（r=0.245）は相関係数が低く、

自治体間での順位の変動がみられた。 

 Ｈ30 年度の重症化予防点数が高い自治体の

中でＲ３年度点数が低いグループになったと

ころもあるが、Ｈ30 年度に低調だったところか

ら高得点へシフトした自治体もあった。 

 

３） Ｈ30年度重症化予防得点とHbA1cとの関連 

（図３） 

 Ｈ29年度特定健診における「HbA1c 8.0％以

上の割合」ならびにＨ25年度からの変化と「重

症化予防点数」の関連を調べた。「HbA1c 8.0％

以上の割合」が（1％以上）の自治体、ならびに、

Ｈ25 年度から 29 年度までに「8％以上者が増

加」した自治体において、重症化予防事業点数

が高い（70 点以上）自治体が多かった。逆に、

この割合が低い、もしくは減少している自治体

では、重症化予防の取組が低調であることが分

かった。 

 

４） 医療費（地域差指数）とＨ30 重症化予防得

点（図４） 

 Ｈ26 年度の医療費地域差指数が中等度の自

治体よりも、高い自治体や低い自治体でＨ30 年

度における重症化予防点数の高い自治体が多

かった。また、Ｈ26 年から 30 年の間に地域差

指数が低下した自治体では重症化予防点数が

高い傾向にあった。 
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図１．平成 30 年、令和３年における各指標間の関連（1,741 市町村） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．平成 30 年度と令和３年度の重症化予防点数の変化（市町村別、都道府県別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．地域の健康状態（H29HbA1c 高い人の割合）と重症化予防事業への取り組み姿勢（都道府県単位） 
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図４．平成 26 年国保医療費（地域差指数・年齢調整済み）、30 年までの変化と平成 30 年重症化予防点数の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ．考 察 

 昨年度までに、自治体の保健事業の取り組み

状況について、アンケート調査、健康日本２１

の評価指標等を活用してきたが、今回は全国の

市区町村、都道府県を対象に、国が保険者イン

センティブを付与する目的で実施している調

査結果を活用し、保健事業の評価指標とした。 

 本調査の利点として、全国すべての自治体の

情報が毎年得られること、健診・保健指導、重

症化予防、その他の保健事業について幅広に調

査していること、組織的にも承諾を得た回答で

あり、国においてもチェックが入っていること

から正確性がある程度担保されること、詳細な

項目まで公表されていることなどから、一般の

アンケート調査よりも回収率や精度の点で優

れているのではないかと考えられる。 

 一方、この調査結果を用いる際、留意しなけ

ればいけない点が数点ある。①調査項目は国が

保険者、自治体に推進を求めている事業につい

て尋ねるものであり、健康づくりなどポピュレ

ーションアプローチの設問は少ないこと、②結

果がインセンティブの評価に用いられること

や評価結果が公表されることから、良い回答を

したいという動機が入る可能性があること、③

保険者（国保課等）を回答者としているため、

健康増進課と調整をして回答しているかどう

か、自治体により対応の違いが懸念されること、 

④取組の自己評価が中心であり、客観的な数値

指標が少ないこと、⑤年度ごとに項目、配点の

見直しがあるため、単純な比較がしにくいこと、

などに留意しなければならない。本制度開始当

初は「取組実施の有無」に関する指標が多かっ

たが、マクロ的な評価やアウトカム評価が取り

入れられるようになってきたため、今後、自治

体の保健事業評価での活用が進むであろうと

考えられる。 

 さて、今回の結果を見ると、重症化予防事業

についてはＨ30 年度と比較してＲ３年度には

取り組み自治体数が増加していた。比較的早期

の段階（Ｈ30 年度）で糖尿病の重症化予防点数

の高かった自治体は、データヘルス計画の策定

時期が早かったこと、HbA1c 高値者の割合が高

く増加している自治体が多かったことが分か

った。医療費（地域差指数）について中等度の

自治体では早期には取組が進んでいないが、地

域差指数が高い、もしくは低い自治体で重症化

予防に早めに取り組み始めた自治体の割合が

高かった。自治体が健診・レセプトデータを分

析し、糖尿病や腎症の状況を把握したことが重

要化予防対策につながった可能性が示唆され

る。 

 一方、データヘルス計画、個人に対するイン

センティブ制度（ポイント付与など）・ICT 等

を活用した情報提供、重症化予防など、新たな
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政策に対して反応している自治体と、すぐには

反応していない自治体というように見ること

も可能である。Ｈ30 年度と比較するとＲ３年度

には制度の趣旨が全国にいきわたり、取組のさ

が縮小してきた可能性も考えられる。 

 保健事業を実施することで医療費適正化が

なされているかどうかについては大きな関心

事ではあるが、今回は研究実施時点での地域差

指数の最新値がＨ30 年度分であったために、Ｈ

30 年度の保険者努力点数（保健事業）が医療費

等に及ぼす影響については今後の追跡を待た

なければならない。ただし、Ｈ26 年度から 30

年度の間に地域差指数が低下した自治体群の

中では重症化予防に取り組んだ自治体が多く、

地域差指数が上昇した自治体では重症化予防

点数が低い自治体が多かった。医療費適正化も

視野に入れて、地域ぐるみで生活習慣病対策を

実施していくことが影響している可能性が示

唆される。住民の高齢化の状況や医療提供体制

など、医療費の評価には様々な要素があるため、

今後類似した自治体の中での取組の影響など

を評価していくことが肝要と考えられた。 

 

Ｅ．結 論 

 地方自治体における健康日本２１（第二次）

糖尿病分野の目標設定に着目、保健事業の指標

として保険者努力支援制度の得点と健診・医療

費の関連を検討した。国保を中心とした調査で

はあるが、全国の自治体の実施状況を把握する

うえで、スポット的なアンケート調査だけでな

く、保険者努力支援制度点数も参考にする価値

があると考えられた。 
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